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■ はじめに 

現在、水質汚染や世界的水不足が急速に加速してきて
おり、2025年には人口のおよそ3割が水不足になると予測
されている。そのため、海水等からの淡水製造技術の発
展がますます重要になってきている。従来の水浄化・海水
淡水化技術は化石燃料を大量に使用することから、地球
温暖化等の環境問題への悪影響も懸念されている。 
これらの問題を改善するため、太陽光を用いた海水淡

水化技術が注目されている。簡単な海水淡水化法として
は、海水を貯めたプールに太陽光を当て、蒸発した水を
回収する方法があるが、今回、新たな海水淡水化技術とし
て植物が行う”蒸散・蒸散流”を利用した方法を考えた。 
蒸散とは植物の葉等から大気中へ水蒸気が放出される

現象である。これにより発生した水の負圧が蒸散流を生み、
根から水を100 m以上汲み上げ、大木の頂上の葉に水分
を供給する方法として知られている(Figure 1左)。蒸散量
は気温、湿度、太陽光の強さ、風などにより決まる。 
本研究では、蒸散を起こす要素の一つである光に着目

し、光照射下での人工蒸散実験を試みた。照射光を吸収
する色素を溶解した水溶液を用い、光エネルギーによる
蒸散と水の組み上げが実現できれば、エネルギーを用い
ずに水処理部へ海水を自動的に供給することができ、より
一層の海水淡水化プロセスの効率化が可能となる。 

■ 活動内容 

１． 色素水溶液の作製 
 人工蒸散実験に用いる色素水溶液を作製した。使用し
た色素はAcid Red 1 (AR1), Acid Blue 3 Sodium Salt 
(AB3SS)の2種類である。これらの色素をモル濃度1~1000 
μmol/Lの範囲で作製し、Figure 1右のようにガス噴射管内
に注水した。 

２．ガス噴射管を用いた人工蒸散実験 
 人工蒸散実験はキセノン光源装置（朝日分光社製 
MAX303）を用い、Figure 1右に示すように、クランプで固
定した色素溶液を充填しているガス噴射管に対して、ラン
プ間距離を50 mmに保ったまま10分間、波長385～740 
nmの可視光を照射することで行った。照射は暗所で行い、
照射後の管内水位上昇量を測定した。 
 
 

Figure 1. Mechanism of transpiration (Left) and a 
experimental system of artificial transpiration stream (Right). 
 
Table 1. Result of Artificial Transpiration Experiment using 
AR1 and AB3SS. 

Concentration 
(μmol/L) 

Dye (Rise distance/mm) 
AR1 AB3SS 

1 < 2 < 2 
10 < 2 2.6 
100 2.5 3.4 
1000 3.5 5.2 
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■ はじめに 

地球温暖化を防止するため、CO2をはじめとする温室効

果ガスの排出を抑制する必要がある。現在、Selexol法に

よるCO2分離･回収プロセス1)が稼働しており、Selexol法で

利用されているガス吸収液の類似成分であるジグライムに

着目した。ガス吸収液を利用したCO2分離･回収プロセス

を設計･操作する際、高圧力下におけるCO2溶解エンタル

ピーなどの基礎物性データが必要不可欠である。 
本研究では、ジグライム及び単位体積あたりのCO2吸収

量が高く、低粘性が期待できるジグライム-リチウム塩溶液

(Diglyme-LiTFSA)のCO2溶解エンタルピーを、313.15 K, 
3.0~5.0 MPaにおいて測定した。 
■ 実験 

Fig. 1に、測定に用いた実験装置の概略図を示す。実

験方法は、装置内を真空にした後、サンプルとCO2を各シ

リンジポンプに仕込んだ。次に、サンプルのみを混合セル

内に一定流量で導入し、ベースラインを決定した。続いて

CO2を一定流量で混合セル内に導入し、サンプルにCO2

を溶解させ、CO2溶解に伴う熱起電力を測定した。サンプ

ルとCO2のモル流量比を順次変化させ、同様の測定を繰

り返し行った。測定した熱起電力から、CO2溶解エンタル

ピーsolH/kJ･mol-1を(1)式より算出した。 
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(1)式中のSM/µVはサンプルにCO2が溶解した際の熱起電

力、SBL/µVはベースラインの熱起電力を示す。また、

n/mol･min-1はモル流量、K/mV･mW-1は変換定数である。 
■ 結果 

測定結果の一例として、313.15 K, 3.0~5.0 MPa におけ

るジグライムの CO2 溶解エンタルピーデータを Fig. 2 に示

す。CO2 とジグライムのモル流量比の増加に伴い、CO2

溶解エンタルピーは上昇した後、一定の値を示した。CO2

溶解エンタルピーが増加した後、一定になる屈曲点の CO2

組成は、同圧力下における CO2 溶解度を示しており、体

積可変型溶解度測定装置で測定された CO2 溶解度 2)と良

好に一致した。また、図中の実線は、ジグライムの CO2 飽

和時における溶解エンタルピーであり、圧力の上昇に伴

い増加した。 
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Fig.1 Schematic diagram of Calvet-type calorimeter. 

P: pressure gauge, V: valve, CV: check valve, 
BPR: back pressure regulator 
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Fig. 2 Enthalpy of CO2 dissolution in Diglyme at 313.15 K. 

▲: 3.0 MPa, ●: 4.0 MPa, ■: 5.0 MPa, 
○: Solubility of CO2 in Diglyme 
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Diglyme: Diethyleneglycol dimethyl ether 
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